
Ⅱ．事業評価個表

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県

交付金事業実施場所 佐賀県鳥栖市弥生が丘八丁目（九州シンクロトロン光研究センター）　

交付金事業の概要

　佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター（以下、「センター」という。）は、シ
ンクロトロン光の産業分野での利活用を主たる目的として、地方自治体としては初めて
建設された施設です。国内外の大学・企業・試験研究機関などによるシンクロトロン光
を活用した研究開発を支援し、また、これらの共同研究など、産学官の連携を促進する
ことで、新規産業の創出や地域産業の振興を目指しており、安全かつ円滑な管理運営に
努めています。
　公益財団法人佐賀県地域産業支援センターへ指定管理委託しているセンターの施設管
理事業に交付金を充当しました。

【事業量】
　公益財団法人佐賀県地域産業支援センターへ指定管理委託しているセンターの施設管
理事業（人件費10名、光熱水料、施設保守管理点検等12ヶ月分）

総事業費

番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、
維持補修又は維持運営等
措置

九州シンクロトロン光研究センター施設管理事業

交付金事業の成果目標
　センターの施設管理経費に電源立地地域対策交付金を充当し、シンクロトロン光の産
業利用のための応用研究等が円滑に行われる環境を整備することにより、地域における
産業の高度化や新産業創出を推進し、地域住民の福祉の向上に寄与します。

200,216,299

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

143,602,000

0

143,602,000



成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 平成33年度

契約金額契約の相手方契約の方法契約の目的

交付金事業の成果及び評
価

成果…県有ビームライン6本に係る平成29年度の利用時間は、3,259時間でした。

分析及び今後の改善策…愛知県が「産業利用」を目的とする県立の同規模施設を供用し
ていることから、中部地区を中心とした企業の利用が減少し、平成28年度と同様に目標
利用時間数に達しなかったと考えられます。
　今後の改善策として、平成29年度より同センターの常勤職員となった技術系副所長
（利用コーディネート業務等を担当）及び同センター利用企画課により、新規分野にお
けるユーザーを掘り起こし、利用時間の向上に取り組んでいます。

評価…指定管理者による効果的かつ効率的な管理運営を実施することにより、同セン
ターが工業製品等の研究開発・評価に利用されました。また、県の公設試においても、
同センターを利用した工業、窯業及び農林水産業での応用の可能性について研究を進め
ることができ、このような取組を通じて産業の高度化や新産業の創出に寄与していると
考えます。

交付金事業の契約の概要

維持管理運営 随意契約（指定管理者制
度）

(公財)佐賀県地域産業支援セン
ター 200,216,299

交付金事業の成果指標 平成29年度 目標県有ビームライン利用時間：3,750時間



Ⅱ．事業評価個表

2 地域活性化措置 九州シンクロトロン光研究センター機能拡張事業（支援員配置）

交付金事業の成果目標 地域産業の高度化や新産業の創出等、地域の産業振興を推進し、地域住民の福祉の向上
に寄与します。

4,676,002

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

4,645,186

0

4,645,186

番号 措置名 交付金事業の名称

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県

交付金事業実施場所 佐賀市城内１丁目

交付金事業の概要

　佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター（以下「センター」という。）は、産業
利用を主たる目的として全国で初めて自治体が建設したシンクロトロン光施設であり、
平成18年2月に開所以来、全国の産学官各方面から試験研究に利用されています。
　センターの一層の利活用促進と、センターを活用した新たな地域産業創出のため、企
業との円滑かつ効果的な連携を支援する人材を配置しました。

【事業量】
　企業連携支援員の配置（1名×12か月）

交付金事業の成果指標 平成29年度 目標県有ビームライン利用時間：3,750時間

総事業費



企業連携支援員旅費等 企業連携支援員 150,445雇用

契約金額契約の相手方契約の方法契約の目的

交付金事業の成果及び評
価

成果…県有ビームライン6本に係る平成29年度の利用時間は、3,259時間でした。

分析及び今後の改善策…愛知県が「産業利用」を目的とする県立の同規模施設を供用し
ていることから、中部地区を中心とした企業の利用が減少し、平成28年度と同様に目標
利用時間数に達しなかったと考えられます。
　今後の改善策として、平成29年度より同センターの常勤職員となった技術系副所長
（利用コーディネート業務等を担当）及び同センター利用企画課により、新規分野にお
けるユーザーを掘り起こし、利用時間の向上に取り組んでいます。

評価…企業連携支援員を配置し、より一層の利活用を図るべく県内企業への同センター
施設の周知に努め、同センターを利用する事業者の掘り起こしができたと考えます。

交付金事業の契約の概要

企業連携支援員人件費（報酬
及び社会保険料） 雇用 企業連携支援員 4,525,557

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 平成31年度



Ⅱ．事業評価個表

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県

交付金事業実施場所 佐賀市鍋島町八戸溝ほか一円

交付金事業の概要

　効果的な取引拡大、販路開拓及び新規事業への展開などを図り、県内企業の活発な事
業活動を促進するため、佐賀県地域産業支援センターが実施するものづくり取引拡大対
策事業のうち、首都圏において開催される機械要素技術展へ県内企業9社を出展するた
めの経費への補助及び企業の経営支援、ビジネスマッチング等に実績のある団体に対す
る企業招致、出展後のフォロー等に係る支援業務の委託に交付金を充当しました。

【事業量】
　平成29年6月：機械要素技術展（東京）へ県内企業9社出展するための費用補助
　平成29年4月～平成30年3月：県内企業の取引拡大支援のための委託費

総事業費

番号 措置名 交付金事業の名称

3 企業導入・産業活性化措置 ものづくり取引拡大対策事業

交付金事業の成果目標

佐賀県では、佐賀県総合計画2015に基づき、県が目指す将来像として「豊かさ好循環の
産業　さが」を政策の柱の一つとして、県内企業が活発な事業活動を促進するよう取り
組んでいます。
　首都圏で開催される機械要素技術展は機械要素部門では最大級の展示会であり、同展
示会への出展により、県内企業の優れた「ものづくり力」をPRし、販路開拓、取引拡大
及び新規事業への展開など様々な効果が生まれよう取り組み、県内企業の活発な事業活
動の促進を図ることを目標とします。

8,487,720

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

8,487,720

0

8,487,720



成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 平成31年度

契約金額契約の相手方契約の方法契約の目的

交付金事業の成果及び評
価

成果…平成29年度の機械要素技術展の新規出展企業の実績は、（目標5社に対して）6社
となり、上記の成果指標を達成しました。平成27年度から平成29年度までの累計実績は
（目標10社に対して）17社となり、成果指標を達成しています。また、平成29年度の取
引拡大支援の業務委託の実績は、招致企業48社、ブース面談回数186回、商談継続29
件、成約2件でした。

分析及び今後の改善策…成果目標である新規出展企業数は達成していますが、出展企業
からは「継続的な出展によって首都圏での認知度向上や取引拡大につながる」という意
見もあるため、上記の成果指標の見直しも含めて県内企業にとって有益となる支援を検
討していくべきと考えます。

評価…県内企業の優れた「ものづくり力」をPRし、販路開拓、取引拡大など、県内企業
の活発な事業活動を促進できたと考えます。

交付金事業の契約の概要

企業展出展に係る事業費補助 補助 公益財団法人佐賀県地域産業支
援センター 5,787,720

取引拡大支援業務委託 企画競争による随意契約 特定非営利活動法人経営支援Ｎ
ＰＯクラブ 2,700,000

交付金事業の成果指標
　佐賀県では、佐賀県総合計画2015に基づき、4大都市圏で開催される来場1万人以上の
企業展に出展する新規企業を、平成27年度から平成30年度までに15社（累計）育成する
ことを目指します。（平成29年度目標：新規出展企業 5社）



Ⅱ．事業評価個表

4 地域活性化措置 産地再生支援事業

交付金事業の成果目標

　海外デザイナーと共同開発した商品が世界的デザイン賞を受賞し、売上を大幅に増加
させるなどの成果を出しており、産地内ではこの成功事例をモデルとして、新規の商品
開発や販路開拓に係る取組が進んでいます。
　当事業を活用し、これまでの成功事例を基にした新たな事業へ積極的に取り組んでい
ただくなど、商品開発や販路開拓に係る取組を産地へ波及させるとともに、開発した商
品により新たな販路が国内外に拡がるなど、産地の売上の向上を目標とします。

47,713,000

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

40,000,000

0

40,000,000

番号 措置名 交付金事業の名称

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県

交付金事業実施場所 佐賀県唐津市、伊万里市、武雄市、多久市、嬉野市、西松浦郡有田町 一円

交付金事業の概要

　当県を代表する地場産品である伊万里・有田焼、唐津焼の産地における意欲的な事業
者グループの、新規性・独創性のある商品開発及び販路開拓事業を対象に、補助対象経
費の2分の1以内・上限100万円（海外市場展開の場合は補助対象経費の3分の2以内・上
限300万円）を補助しました。

【事業量】
　伊万里・有田焼、唐津焼の産地における事業者グループの新たな商品開発や販路開拓
に対する補助　37事業者

総事業費



商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈲金照堂 758,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈱川副青山 785,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 アリタポーセリンラボ㈱ 3,000,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈱アートヒルズ 2,616,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈱一番館 1,225,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 徳永陶磁器㈱ 1,000,000

交付金事業の成果指標
（平成29年度目標）
　伊万里・有田焼産地の売上高：50億円、伊万里・有田焼産地の輸出額：2.7億円
　　※佐賀県総合計画2015で目標設定

契約金額契約の相手方契約の方法契約の目的

交付金事業の成果及び評
価

成果…平成29年度の伊万里・有田焼産地の売上高は38.0億円でした。

分析及び今後の改善策…商品開発や販路開拓に意欲的な事業者には業績を伸ばしている
ところもありますが、全体的な需要落ち込みをカバーするに至っていません。これまで
新たな商品開発や販路開拓に取り組んだことのなかった事業者へ成功事例を波及させ、
新たな事業展開の拡がりを創っていくとともに、事業者グループが提出する事業計画に
対する新規性・独創性等の検証に注力しているところです。

評価…交付金事業を活用することで、有田焼商社・窯元がフランス、アメリカ、スイ
ス、中国等で展示・販売活動を展開できたことから、県内業者が海外で販路開拓に積極
的に取り組むことができる仕組みを提供することができたと考えます。
　また、海外出展したことにより新たなノウハウや人脈等が構築され、これらを活用し
てインテリア・建築関係などの分野で販路開拓を行う事業者も現れ、テーブルウェアに
留まらず、様々な分野での販路開拓も期待できます。
　国内関係では、大規模展示会への出展をきっかけに、百貨店での展示・販売が決定し
た事業者があり、産地の売上向上にも寄与していると考えます。

交付金事業の契約の概要



商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈲久保田稔製陶所 1,038,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈱瀬兵 451,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 小杉窯 202,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈱ラグジュリアス 1,841,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈱陶楽 1,000,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈲伊万里陶芸 1,505,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈱徳幸 1,936,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈲やま平窯元 1,000,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 2016㈱ 3,000,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈱大慶 1,743,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ヤマト陶磁器㈱ 424,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 新日本製陶㈱ 218,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 虎仙窯 647,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈱賞美堂本店 1,000,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 224ポーセリン 1,000,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈲辻与製陶所 1,000,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈱キハラ 2,643,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈱まるぶん 1,000,000



商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈲江口製陶所 1,000,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈱三光堂商店 485,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈲柳屋 854,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈲宝泉窯 462,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈱陶悦窯 1,000,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈱カマチ陶舗 1,000,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 深川製磁㈱ 2,584,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈱貴好人 2,531,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈱東洋セラミックス 1,797,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈱香蘭社 2,554,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈲畑萬陶苑 1,000,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 ㈲李荘窯業所 1,000,000

商品開発及び販路開拓への補
助 補助 志田陶磁器㈱ 414,000

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 平成31年度



Ⅱ．事業評価個表

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県

交付金事業実施場所 佐賀市白山二丁目

交付金事業の概要

　ジョブカフェSAGAは、若年者の就職から職場定着までを総合的に支援することによ
り、就職や県内企業の人材の確保・定着を図る若年者向け就労支援施設です。
　若年者の就職実現及び県内企業への就職・定着の維持・強化のため、ジョブカフェ
SAGAの設置・運営に要する経費（委託料）に交付金を充当しました。
【事業量】
　＜運営管理費＞
　　・相談員3名分の人件費及び事務費等12か月分
　＜事業費＞
　　・情報提供、職業適性診断
　　・キャリアカウンセリング
　　・セミナー、模擬面接や書類添削
　　・企業の人材確保支援　など

交付金事業の成果指標 ジョブカフェSAGA利用者のうち正社員就職者数　1,350人/年

総事業費

番号 措置名 交付金事業の名称

5 地域活性化措置 若年者就職支援事業

交付金事業の成果目標 若年求職者への一体的な就職支援を図るとともに、これらを通じて県内企業の人材確保
を支援します。

11,819,729

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

11,819,729

0

11,819,729



成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

なし

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 平成31年度

契約金額契約の相手方契約の方法契約の目的

交付金事業の成果及び評
価

成果…平成29年度のジョブカフェSAGA利用者における正社員就職者数は1,591人でし
た。

分析及び今後の改善策…雇用情勢の改善に伴う採用の売り手市場化に加え、きめ細やか
なサービスの充実に努めた結果、少子化により利用対象者が減少傾向にも関わらず、施
設利用者数を確保できたことが目標達成につながったものと考えます。引き続き、カウ
ンセリング内容の充実や、ＰＲ等を通じた利用者確保に取り組んでまいります。

評価…カウンセリングにおける就職決定に向けたアドバイスや指導及び、県内企業の情
報発信等を通じて、若年者の正社員化に寄与するとともに、県内企業の人材確保・定着
に寄与できたものと考えます。

交付金事業の契約の概要

設置・運営業務委託 随意契約（企画コンペ方
式） キャリアバンク株式会社 11,819,729



Ⅱ．事業評価個表

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県

交付金事業実施場所 佐賀市本庄町袋

交付金事業の概要

　佐賀県シルバー人材センター連合会（以下、「連合会」という。）は、高齢者の臨時
的かつ短期的な就労又はその他の軽易な業務に係る就業の場を確保し、会員に提供して
います。
　高年齢者の多様な働く場の確保、県内企業の人手不足解消、現役世代の雇用環境の改
善のため、連合会が行うシルバー派遣事業の活性化のための取組（企業のニーズ調査、
就業先の開拓、就業に必要な研修等）に対する補助事業に交付金を充当しました。

【事業量】
　　シルバー人材センター連合会の運営及びシルバー人材派遣事業活性化のための
　経費に対する補助6か月分
　（運営費）
　　7名分の人件費及び事務費等
　（事業費）
　　・企業のニーズ調査　　・就職先の開拓　　・就職する高年齢会員の確保
　　・就業先、就業者のフォロー　等

総事業費

番号 措置名 交付金事業の名称

6 地域活性化措置 佐賀県シルバー人材センター連合会補助事業

交付金事業の成果目標
　高年齢者の就業機会確保に取り組む連合会の事業を補助することで、高年齢者の多様
な働く場の確保、県内企業の人手不足解消、現役世代の雇用環境の改善を図り、地域の
産業振興に寄与することを目標とします。

6,305,000

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

5,000,000

0

5,000,000



成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 平成32年度

契約金額契約の相手方契約の方法契約の目的

交付金事業の成果及び評
価

成果…シルバー派遣事業による派遣就業延人日は13,091人でした。

評価…高年齢者の多様な働く場の確保、県内企業の人手不足解消及び現役世代の雇用環
境の改善などに寄与することにより、地域の産業振興に貢献することができたと考えま
す。

交付金事業の契約の概要

運営補助 補助 佐賀県シルバー人材センター連
合会 6,305,000

交付金事業の成果指標
　企業のニーズ調査、求人の掘り起し、就業のための研修等を実施することで、連合会
会員の派遣就業を促進し、シルバー派遣事業による派遣就業延人日9,000人を目指しま
す。



Ⅱ．事業評価個表
番号 措置名 交付金事業の名称

1 企業導入・産業活性化措置 九州シンクロトロン光研究センター応用研究施設整備事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県
交付金事業実施場所 佐賀県鳥栖市弥生が丘八丁目（九州シンクロトロン光研究センター）

交付金事業の概要

　近年のシンクロトロン光の産業利用の進展に伴い、その実験研究の内容が多様化して
おり、今後も多様なニーズが寄せられることが想定されます。このような中、佐賀県立
九州シンクロトロン光研究センターの設置目的を実現するためには、高度化、調整、改
良等、常にR&Dを継続し、多様化するユーザーニーズに対応していく必要があるため、
装置等の必要性、コスト、成果創出の可能性等を総合的に勘案し、必要に応じて装置の
高度化等を図ります。平成29年度は、高感度蛍光X線検出器及びイメージングシステム
一式の導入に係る費用に交付金を充当しました。
【事業量】
　高感度蛍光X線検出器　一台
　イメージングシステム（回折格子、位置決めシステム、モータードライバー、
　コントローラー、水冷チラー、制御用パソコン、解析用パソコン）一式

総事業費 30,874,532
交付金充当額 30,293,773
うち文部科学省分 0
うち経済産業省分 30,293,773

交付金事業の成果目標 地域産業の高度化や新産業の創出等、地域の産業振興を推進し、地域住民の福祉の向上
に寄与します。



交付金事業の成果指標 平成29年度 目標県有ビームライン利用時間：3,750時間

交付金事業の成果及び評
価

成果…県有ビームライン6本に係る平成29年度の利用時間は、3,259時間でした。

分析及び今後の改善策…愛知県が「産業利用」を目的とする県立の同規模施設を供用し
ていることから、中部地区を中心とした企業の利用が減少し、平成28年度と同様に目標
利用時間数に達しなかったと考えられます。
　今後の改善策として、平成29年度より同センターの常勤職員となった技術系副所長
（利用コーディネート業務等を担当）及び同センター利用企画課により、新規分野にお
けるユーザーを掘り起こし、利用時間の向上に取り組んでいます。

評価…利用者のニーズに応じた高度で利便性の高い実験研究環境を整備することができ
ました。当該事業により整備した施設設備は、素材・原料、エネルギー、資源・環境、
電子デバイス等の工業製品の研究開発・評価に利用されました。また、県の公設試にお
いても、同センターを利用して新規光彩上絵の発色メカニズムの解明や農林水産業での
応用の可能性として花きの突然変異育種の研究を進めており、これらの取組を通じて、
産業の高度化や新産業の創出に寄与していると考えます。

コントローラー

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

高感度蛍光X線検出器 （条件付一般競争）入札 ブルーサイエンス㈱ 18,522,000
回折格子 随意契約（取扱店一店） ㈱ASICON 2,066,040

モータードライバー 随意契約（見積りあわせ）㈱メレック 399,373
位置決めシステム （条件付一般競争）入札 神津精機㈱ 8,553,600

随意契約（見積りあわせ）ツジ電子㈱ 507,600

制御用パソコン、解析用パソ
コン

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無
無
交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 平成33年度

水冷チラー 随意契約（見積りあわせ）㈲佐賀新興 245,160
随意契約（指定管理者制
度）

(公財)佐賀県地域産業支援セン
ター 580,759



Ⅱ．事業評価個表

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県

交付金事業実施場所 佐賀県西松浦郡有田町黒牟田丙（佐賀県窯業技術センター）

交付金事業の概要

　窯業技術センターでは、約400年に及ぶ歴史を有する県内の陶磁器産業の振興を図る
ため、研究開発、地元企業の技術支援などに取り組んでいます。
　窯業技術センターにおいて、研究開発、試験・評価・分析機能を充実し、県内中小企
業への新技術の移転及び技術者の育成を促し、技術力や新製品開発力を高め、もって地
場産業の振興を図るため、設備機器を整備に交付金を充当しました。
【事業量】
　３Ｄプリンター　１台、偏光顕微鏡　１台、形状解析レーザー顕微鏡　１台、
　高速昇温電気炉　１台

総事業費

番号 措置名 交付金事業の名称

1 企業導入・産業活性化措置 窯業技術センター施設設備整備事業

交付金事業の成果目標

　窯業技術センターでは、新しい素材、生産技術の研究開発や県内企業の商品開発の促
進、課題解決のための技術支援及び企業からの依頼による試験・分析、企業に対する保
有設備の利用開放を行っています。
　今回の機器整備により、新技術の研究開発の促進及び試験・評価・分析の精度向上な
どが期待され、県内企業の商品開発の促進に寄与し、地場産業の振興につながると考え
ます。

20,839,680

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

20,839,680

0

20,839,680



2,700,000

8,510,400

2,337,120

（条件付一般競争）入札

（条件付一般競争）入札

（一般競争）入札

機器購入（偏光顕微鏡）
機器購入（形状解析レーザー
顕微鏡）
機器購入（高速昇温電気炉）

佐賀正晃株式会社

㈲マイクロテック

㈲九州熱学

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 平成32年度

契約金額契約の相手方契約の方法契約の目的

交付金事業の成果及び評
価

成果…各種機器の利用実績は4,596（件、時間）でした。
評価…今回の機器整備により、研究開発の促進及び試験・評価・分析の精度向上が図ら
れ、県内企業の商品開発の促進に寄与し、地場産業の振興に資するための環境整備がで
きました。また、購入した機器については、関係企業への周知を行うなど積極的な活用
を図ります。

交付金事業の契約の概要

機器購入（３Dプリンター） （条件付一般競争）入札 有限会社佐賀新興 7,292,160

交付金事業の成果指標 各種機器の利用件数（開放機器利用実績）：4,396（件、時間）/年（平成28年度）→5
年後（平成33年度）に4,800（件、時間）/年



Ⅱ．事業評価個表

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県

交付金事業実施場所 佐賀県佐賀市鍋島町八戸溝（佐賀県工業技術センター）

交付金事業の概要

　佐賀県工業技術センター（以下、「工業技術センター」という。）では、元素分析や
非破壊検査、金属等材料分野、農林水産資源を用いた機能性食品・機能性原料分野の研
究で実績を有し、さまざまな県内工業界（製造業）の振興を図るため、研究開発、地元
企業の技術支援などに取り組んでいます。
　研究開発や技術支援に必要な評価・分析機能を向上させるため、老朽化した機器の更
新及び最新技術の機器の整備に交付金を充当します。
【事業量】
　高速冷却遠心機　１式、大型真空凍結乾燥機　１式、疲労試験機　１式、
　万能工具顕微鏡　１式

総事業費

番号 措置名 交付金事業の名称

2 企業導入・産業活性化措置 工業技術センター施設設備整備事業

交付金事業の成果目標

　当センターでは、新たな機能素材、生産技術等新技術の研究開発や県内企業の商品開
発の推進、課題解決のための技術支援及び企業からの依頼による試験・分析、企業自ら
の研究のために保有設備の利用開放を行っています。今回の機器整備により、研究分野
の裾野拡大、試験・分析の精度の向上などが期待され、県内企業の商品開発の促進によ
る地場産業の振興につなげ、地域住民の福祉の向上が期待できます。
　具体的には、本事業の実施により、
　（1） 製品開発や製品評価を支援する最新機器の導入による企業競争力の強化
　（2） 基盤的な設計・分析機器の活用による新製品・技術の開発促進や品質向上
　（3） 安全・安心な新たな機能性食品など高付加価値製品の開発促進
　を目標とします。

28,116,720

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

28,116,720

0

28,116,720



疲労試験機 一般競争入札 安武科学器械株式会社 12,776,400

大型真空凍結乾燥機 一般競争入札 有限会社佐賀新興 5,387,040

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

有
佐賀県工業技術センター評議会　構成員：大学教授、県内企業の代表取締役等14名

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 平成34年度

契約金額契約の相手方契約の方法契約の目的

交付金事業の成果及び評
価

成果…各種機器の利用開放実績は3,366件でした。

評価…県内企業の企業競争力の強化、新製品・技術の開発促進や品質向上及び高付加価
値製品の開発促進に資するための試験研究環境を整備できたと考えます。

交付金事業の契約の概要

万能工具顕微鏡 一般競争入札 五誠機械産業株式会社 4,255,200

高速冷却遠心機 一般競争入札 有限会社佐賀新興 5,698,080

交付金事業の成果指標 各種機器の利用開放件数：2,800件／年（平成28年度）→5年後（平成32年度）に3,000
件／年



Ⅱ．事業評価個表

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県

交付金事業実施場所 多久市多久町（産業技術学院）

交付金事業の概要

　産業技術学院では、平成8年度の開校以来、施設内訓練においては地元産業界の発展
に寄与する人材の輩出のため、ものづくりを軸とした若年技能者の育成に取り組んでい
ます。
　地元産業界の訓練ニーズの多様化及び高度化に対応するため、平成24年度から、これ
までの短期課程（訓練期間1年）と、普通課程（訓練期間1年及び2年）で構成される7科
体制から、全科訓練期間2年の普通課程5科体制に改編しました。
　これに伴い、高度化する訓練内容に対応する実習機器の導入など、訓練生の訓練環境
を整備する必要が生じていることから、建築技術・設計科保有の建築CADシステムを構
成するﾊｰﾄﾞｳｪｱｰ、建築専用CADソフト及び周辺機器の更新に交付金を充当します。

【事業量】
　建築CADシステム更新（パソコン本体　16台、ディスプレイ　17台、情報処理用ソフ
トウェア　1式）

総事業費

番号 措置名 交付金事業の名称

3
公共用施設に係る整備、
維持補修又は維持運営等
措置

産業技術学院施設設備整備事業

交付金事業の成果目標 高度な産業人材の育成及び輩出により地域産業の振興に寄与します。

16,956,000

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

16,956,000

0

16,956,000



成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

　無

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 ―

契約金額契約の相手方契約の方法契約の目的

交付金事業の成果及び評
価

成果…訓練生全員の就職先を確保でき、就職率100％を達成しました。

評価…パソコン及びCADソフトの習得は、訓練生が就職活動をする際、即戦力となりう
ることをアピールするポイントになっています。
　また、パソコンを用いたCADソフト等の取扱いは、就職先の事業所からの評価も高い
ことから、今後も引続き当該機器を活用した訓練を実施していきたいと考えます。

交付金事業の契約の概要

建築CADシステム更新（パソ
コン本体　16台、ディスプレ
イ　17台、情報処理用ソフト
ウェア　1式）

一般競争入札 西部電気工業㈱ 16,956,000

交付金事業の成果指標 　佐賀県総合計画2015及び第10次佐賀県職業能力開発計画に掲げる産業技術学院の施設
内訓練における就職率100％の達成



Ⅱ．事業評価個表

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県

交付金事業実施場所 佐賀県佐賀市城内一丁目

交付金事業の概要 　佐賀県食肉センターの施設再整備を実施する費用に充てるための基金を造成しまし
た。

総事業費

番号 措置名 交付金事業の名称

1 企業導入・産業活性化措置 佐賀県食肉センター再整備事業

交付金事業の成果目標
　安全・安心を求める消費者ニーズに応え、「佐賀牛」等のブランド力を強化し、平成
33年度には厚生労働省の輸出認定取得を目指すとともに、県内畜産業の活性化を図りま
す。

100,000,000

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

100,000,000

0

100,000,000



成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 平成33年度

契約金額契約の相手方契約の方法契約の目的

交付金事業の成果及び評
価 評価…基金の造成により、必要な事業費を確保することができました。

交付金事業の契約の概要

基金造成 積立 ― 100,000,000

交付金事業の成果指標 　平成34年度以降の食肉センターを通じた県産牛輸出頭数目標を当面700頭とします。



Ⅱ．事業評価個表

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県

交付金事業実施場所 佐賀県佐賀市城内一丁目

交付金事業の概要 　佐賀県内の試験研究機関施設等の維持補修を実施する費用に充てるための基金を造成
しました。

総事業費

番号 措置名 交付金事業の名称

1 企業導入・産業活性化措置 佐賀県試験研究機関の施設維持補修

交付金事業の成果目標
　試験研究機関に設置している分析等機器類や特殊機械の修理及び試験研究に使用する
施設を修繕することにより、計画する試験研究活動を安定的に行い、県内産業の振興・
発展に寄与します。

282,146,921

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

282,146,921

0

282,146,921



成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 平成32年度

契約金額契約の相手方契約の方法契約の目的

交付金事業の成果及び評
価 評価…基金の造成により、必要な事業費を確保することができました。

交付金事業の契約の概要

基金造成 積立 ― 282,146,921

交付金事業の成果指標

　各試験研究機関の平成30年度研究課題数等について、以下を目標とします。

研究課題数 依頼試験数 機器使用数

佐賀県窯業技術センター 8 8,131 3,424

佐賀県工業技術センター 10 1,690 1,210

佐賀県上場営農センター 14 ― ―

佐賀県農業試験研究センター 35 ― ―

佐賀県果樹試験場 17 ― ―

佐賀県茶業試験場 10 ― ―

佐賀県畜産試験場 9 ― ―

佐賀県玄海水産振興センター 9 ― ―

佐賀県有明水産振興センター 13 ― ―

佐賀県林業試験場 5 ― ―

佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター 11 ― ―

研究機関名
平成３０年度計画



Ⅱ．事業評価個表
番号 措置名 交付金事業の名称
1 給付金交付助成措置 佐賀県電源立地地域対策補助金事業（原子力立地給付金交付事業）

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県
交付金事業実施場所 玄海町、唐津市（旧唐津市、旧肥前町、旧鎮西町、旧呼子町）　一円

交付金事業の概要

小売電気事業者等から電気の供給を受けている一般家庭、工場等に対する給付金

交付金充当額：　582,542,567円
　・原子力立地給付金：　563,068,768円
　・原子力立地給付金交付事業を行う者の一般事務費：19,473,799円

総事業費 582,542,567
交付金充当額 582,542,567
うち文部科学省分 0
うち経済産業省分 582,542,567

交付金事業の成果目標
玄海町、唐津市（旧唐津市、旧肥前町、旧鎮西町、旧呼子町）の電灯需要家、電力需要家に原子力立
地給付金を交付し、電気料金の実質的な割引を行うことにより、地域住民及び企業が活動しやすい環
境となり、当該市町の地域振興に資することを目的とします。

交付金事業の成果指標
原子力発電施設周辺地域の玄海町、唐津市（旧唐津市、旧肥前町、旧鎮西町、旧呼子町）の電灯需要
家、電力需要家に原子力立地給付金を交付します。
計画　電灯需要家：599,997口、電力需要家　1,830,676.5ｋｗ

交付金事業の成果及び評価
玄海町、唐津市（旧唐津市、旧肥前町、旧鎮西町、旧呼子町）において電灯需要家 597,216口、電力
需要家 1,776,199.5kWに対し原子力立地給付金を交付し、当該１市１町の地域振興に資することとな
りました。

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

給付金の交付事務 公募 一般財団法人　電源地域振興センター 582,542,567
成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無
    無
交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 平成34年



Ⅱ．事業評価個表

うち文部科学省分

 第２次総合計画に基づき、河川等が適切に整備・管理され、多くの市民が水辺に親し
みを持てる環境を整えるために、河川改修等による治水対策や急傾斜地の土砂災害防止
対策などの緊急の課題解決に取り組むとともに、河川・水路の浄化や市民との協働によ
る清掃活動を推進し、水辺空間の保全を図ることとしています。今回、川床の整備を行
うことにより、下田川の適正な管理を行うことができ、地元住民はもとより、近隣にあ
る道の駅または、巨石パーク公園に来る多くの市民が水辺に親しみを持てる環境の整備
を整えるとともに、護岸の保護と川床の安定を確保し下田川に隣接した住民及び国道
263号通行者の安心安全を図り、地域住民の福祉の向上につなげます。

交付金事業の成果目標

0

3,081,240

1
公共用施設に係る整備、
維持補修又は維持運営等
措置

佐賀県電源立地地域対策補助金事業（佐賀市普通河川下田川維持工事）

3,081,240

3,081,240

交付金充当額

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀市

交付金事業実施場所 佐賀市大和町大字梅野

総事業費

　近年、集中豪雨が頻発しており、山間部においては、がけ崩れ等の土砂災害の防止対
策などの災害を未然に防ぐ整備を行い、あわせて市民が水辺に親しめる環境の保全を図
るために、点在する転石を利用して巨石張を行い洗掘している川床の修復をすることで
今後の洗掘防止を行い、護岸の保護と川床の安定を確保します。
　川床保護工　施工延長　L=28.0ｍ　巨石張工

交付金事業の概要

うち経済産業省分

番号 措置名 交付金事業の名称



水辺空間に親しみを感じている市民の割合
2013年度　70.2％　→　2019年度　73.2％交付金事業の成果指標

平成３２年度

 多くの市民が本市に存在する電源の大部分を占める水力発電への理解を深めるととも
に水辺空間に親しみを持てる環境を整えるために、川床の修復工事を行い、護岸の保護
と川床の安定を確保しました。このような事業を通じた、「水辺空間に親しみを感じて
いる市民の割合」については、今後も河川改修等の災害防止策に取り組み、平成３２年
度に改めて達成度をはかることとします。

交付金事業の成果及び評
価

契約の方法契約の目的 契約金額契約の相手方

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

株式会社　丸藤 3,081,240

交付金事業の契約の概要

普通河川下田川維持工事 指名競争入札



Ⅱ．事業評価個表

1
公共用施設に係る整備、
維持補修又は維持運営等
措置

佐賀県電源立地地域対策補助金事業（佐賀市富士町消防格納庫新築工事）

4,640,000

14,947,200

交付金充当額

うち文部科学省分 0

4,640,000

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀市

交付金事業実施場所 佐賀市富士町大字小副川　域内

総事業費

　佐賀市富士町大字小副川域内にある富士支団第１分団第５部消防格納庫が老朽化して
いるため、平成２９年９月２６日～平成３０年２月２８日の間に新築整備をします。
　当該消防格納庫は、昭和４５年建築で老朽化が著しく、機能が低下してきており、団
員の安全確保と機能向上を図ることが急務です。
　この消防格納庫整備により、災害への対応能力の向上や災害時の地域と行政の連絡体
制の強化が図られ、消防防災体制の充実と、市民の防災意識と災害に対する備えの意識
が高まるものです。
　木造、平屋、建物延床面積38㎡、敷地面積294㎡

交付金事業の概要

うち経済産業省分

番号 措置名 交付金事業の名称



平成３２年度

消防格納庫整備により、消防団員の安全で迅速な活動を促進し、地域住民の安全を守る
ことに寄与することができました。自主防災組織率は平成２９年度末時点で７０．６％
であり、消防防災体制の充実とともに市民の防災意識向上も図られているところです。
今後も防災意識向上につながる機材整備補助等の支援を行い、平成３２年度に改めて達
成度をはかることとします。

交付金事業の成果及び評
価

契約の方法契約の目的

交付金事業の契約の概要

消防格納庫新築工事 一般競争入札 （株）辻組工務店 14,947,200

自主防災組織率　53.2％（2013年）　→　72.0％（2019年）交付金事業の成果指標

佐賀市では、第２次佐賀市総合計画に基づき、消防・救急体制の充実に取り組んでお
り、地域を火災や各種災害から守る拠点である消防格納庫は、強固で安全なものである
ことが必要です。今回、地域消防・地域防災の中核となる消防団活動の拠点を整備する
ことで、消防団員の安全で迅速な活動を促進し、地域住民の安全を守ることに寄与する
ことが期待され、地域住民の福祉の向上につなげます。

交付金事業の成果目標

契約金額契約の相手方

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無



Ⅱ．事業評価個表

うち文部科学省分

1
地域活性化措置公共用施
設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置

佐賀県電源立地地域対策補助金事業
（唐津市唐津中部及び唐津北部衛生処理センター維持運営事業）

交付金事業に関係する主要政策・施策
唐津市一般廃棄物処理基本計画（平成28年度～平成42年度）
　生活排水処理基本計画
　基本方針　3　し尿等の適正処理の推進
　　　　　　　　し尿等の排出量や性状に応じた適正な処理体制を整備します。

し尿及び浄化槽汚泥処理量目標：中間目標　35,734KL（平成32年度）
          　　　　　　　　　　中間目標　31,162KL（平成37年度）
          　　　　　　　　　　計画目標　26,312KL（平成42年度）

交付金事業の成果目標

0

40,000,000

40,000,000

53,189,249

交付金充当額

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 唐津市

交付金事業実施場所 唐津市養母田、唐津市呼子町大友

総事業費

　唐津市では、唐津市一般廃棄物処理基本計画に基づき、持続可能な循環型社会の構築
を目指しており、生活環境の保全を実施する唐津中部及び唐津北部衛生処理センターの
維持運営にかかる需用費（燃料費、電気料　11か月分）に電源立地地域対策交付金を活
用しました。
【事業実施期間】
　平成29年4月～平成30年2月

交付金事業の概要

番号 措置名 交付金事業の名称

うち経済産業省分



成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

九州電力(株)唐津営業所 45,925,249

交付金事業の契約の概要

電気料 随意契約

・成果指標：し尿及び浄化槽汚泥処理量　平成32年度　35,734KL
・評価年度：中間目標 平成33・38年度、最終目標 平成43年度交付金事業の成果指標

契約金額契約の相手方

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 平成33年度

　し尿及び浄化槽汚泥処理量については、26年度41,798kl、27年度41,418kl、28年度
40,430kl、29年度39,949klで、成果指標値と平成29年度値を比較すると112.8%となって
いる。安定したし尿の処理が継続して行われており、住民の快適な生活環境が保たれ、
安心して日常生活が送れることとなり、住民の衛生環境の向上が図られました。

交付金事業の成果及び評
価

契約の方法契約の目的

燃料費 随意契約 佐賀県石油協同組合唐津支部 7,264,000



Ⅱ．事業評価個表
番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、
維持補修又は維持運営等
措置

佐賀県電源立地地域対策補助金事業（唐津市ごみ処理場維持運営事業）

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 唐津市

交付金事業実施場所 唐津市北波多岸山

交付金事業の概要

　唐津市では、唐津市一般廃棄物処理基本計画に基づき、持続可能な循環型社会の構築
を目指しており、生活環境の保全を実施する唐津市ごみ処理場維持運営にかかる需用費
（電気料、固化灰処分費　11か月分）に電源立地地域対策交付金を活用しました。
【事業実施期間】
平成２９年４月～平成３０年２月

総事業費 169,062,985

交付金充当額 109,549,500

うち文部科学省分 0

うち経済産業省分 109,549,500

交付金事業の成果目標

唐津市一般廃棄物処理基本計画（平28年度～平成42年度）
　ごみ処理基本計画
　基本方針　２　環境負荷の少ないごみ処理システムの構築
　　　　　　　　１　適正処理の推進
　　　　　　　　　　安定的かつ効率的な収集・運搬の実施、現在の中間処理施設によ
                    るごみの資源化や減容化を進め、環境への負荷を低減します。

目標：ごみ排出（処理）量 中間目標36,600t（平成32年度）
　　　　　　　　　　　　 中間目標35,666t（平成37年度）
　　　　　　　　　　　　 最終目標34,826t（平成42年度）



交付金事業の成果指標 成果指標：ごみ排出（処理）量【ごみ処理場分】　平成32年度　32,536t
評価年度：中間目標 平成33・38年度、最終目標 平成43年度

交付金事業の成果及び評
価

　ごみ排出（処理）量【ごみ処理場分】は、平成26年度35,103ｔ、平成27年度35,346
ｔ、平成28年度34,923ｔ、平成29年度34,762ｔ(H30.3.31現在：搬入量)、成果指標値と
平成29年度値を比較すると106.8%となっている。安定したゴミ処理が継続して行われて
おり、住民の快適な生活環境が保たれ、安心して日常生活が送れることとなり、住民の
衛生環境の向上が図られました。

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

固化灰処分費 随意契約 一般財団法人佐賀県環境クリーン財団 101,058,030

電気料 随意契約 九州電力(株)唐津営業所 68,004,955

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 平成33年度



Ⅱ．事業評価個表

うち文部科学省分

交付金事業の成果目標

0

48,000,000

48,000,000

58,916,160

交付金充当額

1 福祉対策措置 佐賀県電源立地地域対策補助金事業（伊万里市体育施設環境改善事業）

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 伊万里市

交付金事業実施場所 佐賀県伊万里市山代町地内及び同市木須町地内

総事業費

　伊万里市では、伊万里市第５次相互計画の実施計画（平成２９年度～３１年度）に基
づき、創造的で心豊かな人づくりを目標にスポーツの進行を図る施策に取り組んでお
り、市民がスポーツに親しめる環境改善ニーズに対応するため、電源立地地域対策交付
金を活用し、伊万里湾大橋球技場の管理棟及びトイレの改築工事(木造平屋１３２㎡)、
牧島運動広場のトイレ設置工事(木造平屋８㎡)を行いました。

交付金事業の概要

番号 措置名 交付金事業の名称

うち経済産業省分

　伊万里市第５次総合計画（後期基本計画）で目標としているスポーツ施設の利用者数
（主要なスポーツ施設の利用者の合計）２４２，０５７人を現状維持するとともに、市
全体の体育施設年間利用者数を維持しつつ、当該体育施設の利用者数１９，２７９人の
全体利用者に占める割合７．９％の維持に努め、計画の目標年度である平成３０年度の
割合を８．５％超の増加されることをめざして取り組んでいます。

交付金事業の成果指標

　伊万里市では、伊万里市第５次総合計画の実施計画（平成２９年度～３１年度）に基
づき、市民がスポーツに親しめる環境づくりに取り組んでおり、施設の環境改善のニー
ズにも対応でき、スポーツの振興はもとより健康維持の促進が図られることが重要との
認識で、体育施設の利用を促進することにより、地域住民の競技スポーツ及び生涯ス
ポーツの振興をはじめ施設利用者の利便性の向上や産業の振興を図ることを目標としま
す。



成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

有限会社松尾通忠建築事務所 1,393,200

交付金事業の契約の概要

建築工事監理 随意契約（特命）

契約金額契約の相手方

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 平成31年度

電源地域の市民がスポーツに親しむことのできる環境改善に資するため、体育施設のト
イレ等の整備を行い、改善ができました。これにより図られる指標として以下の3点が
挙げられますが、この指標については平成31年度までに改めて達成度をはかることとし
ます。
・スポーツ施設の利用者数
　２４２，０５７人→平成２９年度 ２２４，９２６人
・伊万里湾大橋球技場及び牧島運動広場の利用者数
　１９，２７９人→平成２９年度 １６，８１３人
・伊万里湾大橋球技場及び牧島運動広場の利用者数が全体利用者に占める割合
　７．９％→平成２９年度 ７．４％

交付金事業の成果及び評
価

契約の方法契約の目的

3,855,600

建築工事 指名競争入札 金崎建設株式会社 36,488,880

実施設計 指名競争入札 有限会社松尾通忠建築事務所 3,327,480

機械設備工事 指名競争入札 株式会社勝栄機工 13,851,000

電気設備工事 指名競争入札 有限会社クボタ電工



Ⅱ．事業評価個表
番号 措置名 交付金事業の名称

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 伊万里市

交付金事業実施場所 佐賀県伊万里市立花町地内

総事業費

　伊万里市では、伊万里市第5次総合計画の実施計画（平成29年度～31年度）に基づ
き、創造的で心豊かな人づくりを目標に生涯学習の推進に取り組んでおり、生涯学習の
場としての図書館利用者の増加を図るため、電源立地地域対策交付金を活用し、照明設
備の更新（228か所）、窓ガラスの遮蔽コーティング（176㎡）、トイレの改修（5か
所）、壁面の塗装（2,883㎡）に係る工事を行い、さらに設備の充実を図るため、ホー
ルのAVプロジェクターの更新、館内視聴席の機器交換を行いました。

交付金事業の概要

45,613,000

45,613,044

交付金充当額

1
公共用施設に係る整備、
維持補修または維持運営
等措置

佐賀県電源立地地域対策補助金事業（伊万里市民図書館改修事業）

うち経済産業省分

うち文部科学省分

交付金事業の成果目標

0

45,613,000

　伊万里市第5次総合計画の実施計画（平成29年度～31年度）に基づき、市民の誰もが
生涯にわたって利用できる図書館サービスの提供に努めることで、市民の学習ニーズに
応じた学習機会の充実を図り、来館者数や蔵書の貸出数を増加させ、市民の文化的生活
をより豊かにすることを目標とします。



6,802,920

　伊万里市第5次総合計画（後期基本計画）で目標としている市民一人あたりの図書貸
出点数9点を目指します。交付金事業の成果指標

交付金事業の契約の概要

AV視聴席機器購入 指名競争入札

平成31年度

電源地域の市民の文化的生活の向上に資するため、伊万里市民図書館の壁面塗装や照明
施設更新などを計画に則って実施し、改善ができました。市民一人あたりの図書貸出点
数は平成２８年度の８．３点から平成２９年度の実績値として８．１３点と変化してお
り、平成31年度までにあらためて達成度をはかることとします。

交付金事業の成果及び評
価

契約の方法契約の目的

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

株式会社昭栄電器 753,084

契約金額契約の相手方

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度

AVプロジェクター機器購入 指名競争入札 株式会社ソアー 17,388,000

壁面塗装工事 指名競争入札 黒木建設株式会社 20,669,040

照明器具更新工事 指名競争入札 有限会社能美電気



Ⅱ．事業評価個表
番号 措置名 交付金事業の名称

うち経済産業省分

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 神埼市

交付金事業実施場所 神埼市脊振町一円

総事業費

　神埼市脊振町では、山間部（過疎地域）の保育園児、小学校児童及び中学生生徒の登
下校時における安全確保を図るため、また、当該児童・生徒等の保護者の負担を軽減す
ることを目的に、当該町内に3コースを設定し通学バスの運行を行っています。
【事業量】
・通学バス3コース（脊振山麓・倉谷線・鳥羽院線）
・午前2便、午後3便の運行（土曜日・長期休業中は、午前1便、午後2便）
【事業実施期間】
　平成29年4月1日～平成30年3月31日

交付金事業の概要

4,400,000

19,660,000

交付金充当額

1 地域活性化措置 佐賀県電源立地地域対策補助金事業（神埼市脊振町通学バス運行事業）

うち文部科学省分

　神埼市脊振町（過疎地域）で取組む通学バス運行事業は、当該地域の保育園児、小学
校児童及び中学生生徒の登下校時における安全確保の維持と当該児童・生徒等の保護者
の負担を軽減し、地域における福祉サービスの向上と地域住民の利便性の向上を図るこ
とを目標とします。

交付金事業の成果目標

0

4,400,000



成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

昭和自動車株式会社 19,660,000

交付金事業の契約の概要

通学輸送業務委託 随意契約

契約金額契約の相手方

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 平成33年度

　本事業実施により、帰宅途中の「声かけ事件」や、事故「0」が継続できており、送
迎による保護者の負担も軽減され、高い効果が上がっています。
　また、高齢者等の移動手段としても利用されており、いわゆる交通弱者対策としての
効果も現れています。
　具体的には、利用者数が平成29年度実績で延べ10,442人となっており、保育園児及び
小・中学生の安全な通学が可能となっています。

交付金事業の成果及び評
価

契約の方法契約の目的

　本事業は、山間部という地理的不利条件での通学等の安全・安心の維持・確保に取り
組みます。
　　→通学等における事件・事故「0」の継続に取組みます。

交付金事業の成果指標



Ⅱ．事業評価個表

129,649,110

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分 120,749,500

番号 措置名 交付金事業の名称

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 玄海町

交付金事業実施場所 玄海町大字新田、大字平尾

総事業費

　あおば保育所及びふたば保育所は、子ども・子育て支援法に基づき保育を必要とす
る乳幼児を保育するために設置された公の施設で、町が運営しており、施設運営のた
めの施設型給付費に交付金を充当します。
・施設型給付費負担金（平成29年4月～平成30年2月分）

交付金事業の概要

1 地域活性化措置 佐賀県電源立地地域対策補助金事業（玄海町施設・地域型給付費支給事業）

　この事業を行うことで保育所の健全な運営を実施します。また、日中就労している
保護者に代わって乳幼児を保育することで家庭教育を補完し、子どもの心身の健全な
発達を図ることを目標とします。

交付金事業の成果目標

0

120,749,500



成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 平成３３年度

　保育所の健全な運営が維持され、また、日中就労している保護者に代わって乳幼児
を保育し、家庭教育を補完する体制を維持することができ、平成30年3月31日現在の待
機児童数は0名でした。
　時間外保育希望園児数86人のニーズに対する確保方策については、延長保育を行
い、家庭教育を補完することで子どもの心身の健全な発達を図ることができました。
　今後も本事業を引き続き行うことで、保育所の運営に伴う費用を確保し、安定した
保育所運営を行います。

交付金事業の成果及び評
価

契約の方法契約の目的

施設型給付費負担金 随意契約

契約金額契約の相手方

無

玄海町 129,649,110

交付金事業の契約の概要

　当町の子ども・子育て計画で目標としている町内の保育所への入所ニーズに対する
確保方策の実施により待機児童数ゼロを目指します。また、時間外保育希望園児数86
人のニーズに対する確保方策を実施します。

交付金事業の成果指標



Ⅱ．事業評価個表
番号 措置名 交付金事業の名称

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 玄海町

交付金事業実施場所 玄海町大字新田、大字仮屋

総事業費

　下水道施設の適正な運営については、玄海町の自然環境保全と町民が快適な生活を
送るうえで重要であり、ここちよい生活ができるまちという基本計画（基本構想）の
実現に向けた施策です。町民の快適な水環境を確保するため、一部修繕等が必要であ
る施設について交付金を充当します。

○南部浄化センター土壌脱臭装置修繕工事
・土壌脱臭装置の土壌入替　93m3
・脱臭装置配管等修繕

○パレア北マンホールポンプ取替工事
・マンホールポンプ取替　1基

交付金事業の概要

1
公共用施設に係る設備、
維持補修又は維持運営措
置

佐賀県電源立地地域対策補助金事業（玄海町下水道施設整備事業）

　玄海町では、第五次総合計画に基づき、上下水道の充実に取り組んでいます。下水
道については、加入促進と合併処理浄化槽の普及を推進しており、今回の設備整備に
よって設備を正常な状態に整備することで、悪臭防止法等を遵守し、また、故障を未
然に防ぐことで住民生活の衛生環境の保全に寄与し、もって地域住民の福祉の向上に
つなげることを目標とします。

交付金事業の成果目標

0

13,400,000

13,400,000

16,146,000

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分



予定なし

　修繕工事等の実施により、衛生環境の悪化につながる要因を未然に予防したことで
住民生活の衛生環境を保全することができました。個別の達成度については次のとお
りです。

○南部浄化センター土壌脱臭装置修繕工事
　硫化水素濃度　0.00ppm（平成30年3月28日現在）
○パレア北マンホールポンプ取替工事
　予防措置を図ったことで、故障による汚水処理中断時間は0時間でした。

交付金事業の成果及び評
価

契約の方法契約の目的
南部浄化センター土壌脱臭装
置修繕工事 随意契約

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

契約金額契約の相手方

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度

交付金事業の成果指標

無

(株)ニチボー環境エンジニアリング 14,580,000

パレア北マンホールポンプ取
替工事 指名競争入札 (株)小野建設　玄海支店 1,566,000

交付金事業の契約の概要

○南部浄化センター土壌脱臭装置修繕工事
　硫化水素濃度　0.554ppm（平成28年1月末現在）　→　0.02ppm以下（設計値）
○パレア北マンホールポンプ取替工事
　予防を図ることで、故障による汚水処理の中断を防ぐ。
　（故障による汚水処理中断時間０時間）



Ⅱ．事業評価個表

うち文部科学省分

　当町では、第五次総合計画に基づき、住民の健康づくりの推進に取り組んでおり、各
種検診や健康相談などを通して、健康への意識を高めるとともに、地域・行政・医療機
関等の連携体制を整え、健康日本一のまちを目指しています。
　今回の改修により、万一落下した場合の施設の破損を防ぎ、従業員や営業中の利用客
の事故を未然に防止することで施設営業の継続性を確保し、利用者の増加や住民の健康
づくりの推進に寄与することが期待され、もって地域住民の福祉の向上につなげること
を目標とします。

交付金事業の成果目標

0

8,000,000

1 福祉対策措置 佐賀県電源立地地域対策補助金事業（玄海町パレア浴室天井改修事業）

8,000,000

10,800,000

交付金充当額

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 玄海町

交付金事業実施場所 玄海町大字石田

総事業費

　当施設は、平成16年開館以来、当町の健康づくりを担う社会福祉施設として運営して
います。破損等の発生している施設内浴室天井裏に設置している換気ダクト一式の改修
及び天井一式の貼替え工事に交付金を充当します。

○パレア浴室天井改修工事
・天井張替187m2
・浴室換気ダクト改修　26m2

交付金事業の概要

うち経済産業省分

番号 措置名 交付金事業の名称



　計画工期内に対象箇所の改修を完了し、湿気除去作業等による平成３０年度の営業停
止計画日数を０日にします。交付金事業の成果指標

平成31年度

　計画工期内に対象箇所の改修を完了でき、現在停止計画は無く、営業を行っていま
す。今年度の施設営業の継続性を確保し、利用者の増加や住民の健康づくりの推進に努
めます。

交付金事業の成果及び評
価

契約の方法契約の目的 契約金額契約の相手方

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

（有）宮崎建設 10,800,000

交付金事業の契約の概要

パレア浴室天井改修工事 指名競争入札


